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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板面に対し垂直方向に光を出射する面発光レーザを有する面発光レーザ素子と、
　前記面発光レーザ素子を設置するための領域が設けられて、所定の角度で傾斜した傾斜
部を上面に有するパッケージと、
　透明な材料により形成された窓部を含み、前記パッケージの傾斜部と接合される平板状
リッドと、
　を有し、
　前記パッケージと前記平板状リッドとを接合することにより、前記面発光レーザが覆わ
れるものであって、
　前記傾斜部は、積層されている複数の層の端の部分により構成され、前記傾斜部の表面
は段差を無くしたなめらかな形状であり、
　前記傾斜部にはシールリングが固定されており、前記シールリングと前記平板状リッド
とは溶接により接合されているものであることを特徴とする光デバイス。
【請求項２】
　前記面発光レーザの光をモニタするための受光素子を有し、
　前記パッケージには、前記受光素子を設置するための領域が設けられており、
　前記所定の角度は、前記窓部により反射した光が前記受光素子に入射する角度であるこ
とを特徴とする請求項１に記載の光デバイス。
【請求項３】
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　前記窓部の下面には、前記面発光レーザの光の一部を反射する反射層が形成されており
、
　前記窓部の上面には、反射防止膜が形成されていることを特徴とする請求項１又は２に
記載の光デバイス。
【請求項４】
　前記反射層は、前記面発光レーザから出射された光を７～１５％反射するものであるこ
とを特徴とする請求項３に記載の光デバイス。
【請求項５】
　前記窓部は、前記面発光レーザにおけるレーザ光の出射面に対し、１０°以上、２５°
以下であることを特徴とする請求項１から４のいずれかに記載の光デバイス。
【請求項６】
　前記シールリングは、メタライズペーストにより、前記傾斜部に固定されているもので
あることを特徴とする請求項１から５のいずれかに記載の光デバイス。
【請求項７】
　前記面発光レーザ素子には、前記面発光レーザが複数設けられていることを特徴とする
請求項１から６のいずれかに記載の光デバイス。
【請求項８】
　光によって被走査面を走査する光走査装置であって、
　請求項１から７のいずれかに記載の光デバイスを有する光源と、
　前記光源からの光を偏向する光偏向部と、
　前記光偏向部により偏向された光を前記被走査面上に集光する走査光学系と、
　を有することを特徴とする光走査装置。
【請求項９】
　像担持体と、
　前記像担持体に対して画像情報に応じて変調された光を走査する請求項８に記載の光走
査装置と、
　を有することを特徴とする画像形成装置。
【請求項１０】
　前記像担持体は複数であって、前記画像情報は、多色のカラー情報であることを特徴と
する請求項９に記載の画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光デバイス、光走査装置及び画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　面発光レーザ（ＶＣＳＥＬ；Vertical Cavity Surface Emitting LASER）は、基板に対
し、垂直方向に光を出射する半導体レーザであり、端面発光レーザに比べて低コストで高
性能であること、さらにはアレイ化が容易であることという特徴を有している。このため
、光インターコネクション等の光通信の光源、光ピックアップ用の光源、レーザプリンタ
等の画像形成装置の光源等としての検討が行われており、一部において実用化がなされて
いる。
【０００３】
　ところで、面発光レーザ素子を含め一般的に半導体レーザ素子等を有した光学系では、
レンズやガラスからの反射光が元のレーザ素子に戻ってくる戻り光によって、光量の変動
が発生するという問題点を有している。この光量変動には、ｎｓｅｃオーダーの高速に起
きるものや、ｍｓｅｃオーダーで起きるような変動まで様々な光量変動がある。従来、面
発光レーザは、ミラーの反射率が高いことから、戻り光に対しては強いと考えられてきた
。しかしながら、検討の結果、必ずしも面発光レーザは戻り光に強くはなく、特に、複数
の面発光レーザが配列された面発光レーザアレイの場合においては、ある面発光レーザか
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ら発せられた光が戻り光となり、その戻り光が隣接する面発光レーザに入射し、光量変動
が生じることが確認されている。このような戻り光に対する対策として、例えば、特許文
献１から３に記載されているものが開示されている。
【０００４】
　例えば、特許文献１には、下部多層膜反射鏡と上部多層膜反射鏡とによって共振器を形
成し、共振器内のバイアス点における緩和振動周波数が、面発光レーザから出力されるレ
ーザ光を変調する光通信周波数を超えて設定される面発光レーザが開示されている。
【０００５】
　また、特許文献２には、半導体基板と、半導体基板の上方に設けられた活性層と、活性
層の上方に設けられ、活性層にて生じたレーザ光を半導体基板と垂直方向に出射する出射
面と、出射面上に設けられ、レーザ光の一部を吸収する吸収層と、を含む面発光型半導体
レーザが開示されている。
【０００６】
　また、特許文献３には、ＴＯヘッダー上に少なくとも面発光レーザチップ及びモニタ用
フォトディテクタがマウントされ、４０％以下の透過率を持つ膜がコーティングされた窓
を備えたキャップを有する光送信用の面発光レーザモジュールが開示されている。
【０００７】
　ところで、端面発光レーザダイオード（端面発光ＬＤ）では、端面発光ＬＤの後端部か
らの出射される光をフォトディテクタとなるフォトダイオード（ＰＤ）に直接入射するこ
とにより、モニタ電流を簡便に取り出すことができるため、端面発光ＬＤの光量の制御を
容易に行なうことができる。しかしながら、端面発光レーザとは異なり、面発光レーザで
は後端部から光を出射させることができないため、後端部からの光をフォトダイオードに
より検出し、光量を制御することができない。よって、別途光量をモニタする光学系を設
けることが必要となる。
【０００８】
　このような面発光レーザにおいて光量をモニタする方法としては、例えば、面発光レー
ザモジュール内に、モニタ用のフォトダイオードを設置し、面発光レーザから出射された
光をカバーガラス等により一部反射させ、その反射光をフォトダイオードに入射させるこ
とにより、光量をモニタする方法等が考えられる。しかしながら、この方法においては、
透明部材によるエタロン効果により弊害が生じてしまう。ここで、エタロン効果とは、透
明部材を平行に設置した場合、透明部材における表面反射等により、透明部材間で多重反
射が生じ、それが周波数に応じた光干渉となって波長に対し正弦波を描くようになる現象
である。
【０００９】
　特許文献４～７に開示されている方法では、この現象を利用して、エタロンを通して光
量の変動をモニタして、その光量変動から面発光レーザの波長変動や温度変動を推定して
制御することがなされている。しかしながら、レーザ光を透過する透明部材を傾斜させて
、その表面からの反射光を用いる方法では、単に光量をモニタするだけなので、エタロン
効果が発生してしまうと正確なモニタ電流を得ることができなくなってしまう。
【００１０】
　また、特許文献８に開示されている方法は、傾斜させた透明部材の表面からの反射光を
用いて光量をモニタする方法であり、所望の反射強度を得るために、反射制御層を施して
いる。しかしながら、この方法では、エタロン効果については勘案されておらず、透明部
材の上面及び下面からの反射干渉によりモニタ光源強度の振動が生じてしまい、モニタ光
が線型性を有しないものとなる。また、特許文献９にも同様のモジュールが開示されてい
るが、この場合についてもエタロン効果について勘案されてはいない。
【００１１】
　また、特許文献１０には、結果的にエタロン効果による弊害が生じない構造のモニタフ
ォトダイオード一体型モジュールが開示されている。即ち、投射窓の一部に金属による反
射コーティングを形成し、そこで反射した光をモニタ光としてフォトダイオードに入射さ



(4) JP 6019552 B2 2016.11.2

10

20

30

40

50

せる方法である。この方法の場合、投射窓下面に形成された反射層（反射率５０～６０％
）と上面のガラス面（反射率４～５％）との反射率差が大きいため、エタロン効果による
反射光量の変動が殆どないものと推察される。この反射コーティング面は、反射率のよい
金属材料により形成されており、約５０～６０％の光を反射させることができる。従って
、ＶＣＳＥＬの光出力を制御するための電気信号を発生させるために十分な量の光をフォ
トダイオードに入射させることができる。
【００１２】
　しかし、ＶＣＳＥＬの照射強度は中心線より片側において半値幅にて、４°以下程度で
ある。よって、所定の傾斜角度以上傾けて投影窓を設置しないと、フォトダイオードをＶ
ＣＳＥＬに接する程近づけなければならず、できるだけ大きな反射角度を得ようとすると
、レーザ光の光スポットの端部の周辺光しか入射させることができない。即ち、図１に示
すように、レーザ光は、ガウシアン分布という強度分布を有しているため、特許文献１０
に記載されているように、レーザ光の光スポットの端部の周辺光だけを反射させてモニタ
光として用いる場合には、図１の領域１Ａに示される範囲における周辺の強度の低いレー
ザ光だけをモニタ光として用いることになる。このようにレーザ光の周辺光をモニタ光と
して用いる場合では、全体にレーザ光の強度に対しモニタ光の強度が極めて低くなるため
、信頼性が低くなってしまう。
【００１３】
　また、面発光レーザにおいては、自身の発光による温度変化により照射角度は若干変動
するため、レーザ光の周辺光において強度のばらつきが生じるが、このばらつきはレーザ
光の全体におけるばらつきに対し極めて大きい。このため、レーザ光の周辺光をモニタ光
として用いることは現実的ではない。よって、モニタ光としては、レーザ光におけるガウ
シアン分布の全体を反映させた反射光等を用いることが望ましい。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　これらの問題点を解決するために、発明者は、図２及び図３に示される光デバイスであ
る面発光レーザモジュールを考案した。この面発光レーザモジュールは、凹部を有するパ
ッケージ１０、面発光レーザ素子２０、モニタ用のフォトダイオード３０、パッケージ１
０と接合されるリッド４０を有している。面発光レーザ素子２０は、複数の面発光レーザ
がアレイ状に形成されているものであり、面発光レーザアレイチップともいう。
【００１５】
　面発光レーザ素子２０は、パッケージ１０の凹部の底面１１に設置されており、凹部の
周辺であって底面１１よりも高い段部１２にモニタ用のフォトダイオード３０が設置され
ている。また、パッケージ１０には、リッド４０と接合するためのシールリング６０が設
けられている。また、リッド４０には、ガラス等により形成された窓部５０が所定の傾斜
角度になるように、低融点ガラス４１により接続されている。尚、図２はリッドを取り除
いた状態の面発光レーザモジュールの上面図であり、図３は、図２における一点鎖線２Ａ
－２Ｂにおいて切断した部分に相当する面発光レーザモジュールの断面図である。また、
図２及び図３においては、便宜上、面発光レーザ素子２０とパッケージ１０のリード配線
等とを接続するためのボンディングワイヤ等は省略されている。
【００１６】
　パッケージ１０は、セラミックスにより形成されたＣＬＣＣ（Ｃｅｒａｍｉｃ　Ｌｅａ
ｄｅｄ　Ｃｈｉｐ　Ｃａｒｒｉｅｒ）と呼ばれるフラットパッケージである。このパッケ
ージ１０は、凹部を有しており、セラミックスと複数の不図示のリード配線となる金属配
線の多層構造となっている。リッド４０は、パッケージ１０とシールリング６０を介して
接合されている。
【００１７】
　この面発光レーザモジュールでは、リッド４０を所望の形状にするために、絞り加工を
施した後、窓部５０が取り付けられる領域を傾斜させて形成する必要があるが、このよう
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な加工は特殊な工程を要するため、コストアップの要因となっていた。尚、リッド４０に
おいて、窓部５０が取り付けられる領域を傾斜させて形成する理由は、面発光レーザ素子
２０から出射された光が窓部５０において反射され、再び面発光レーザ素子２０に入射す
ることを防ぐためである。
【００１８】
　通常、パッケージ１０は、セラミックグリーンシート積層法により作製されている。具
体的には、セラミックグリーンシートを略垂直に打ち抜き、打ち抜いたシートを上下に重
ねて接着し、次に、これらを高温で焼成することにより、焼成体として硬質のパッケージ
筐体が形成されている（メタライズ配線工程については省略）。このため、パッケージ１
０を通常の方法により作製する場合では、図４に示すように、端部に傾斜を有する傾斜部
１６を形成しようとすると、傾斜部１６は階段状に形成される。従って、この上にリッド
４０をシーム溶接等で密封するためのシールリングを傾斜させて載置しても、隙間ができ
てしまい内部を完全に密閉することは困難である。よって、密閉性が高く、透明部材を傾
斜させて設置することのできるリッドが求められていた。
【００１９】
　このように、近年、レーザ素子から出射されるレーザ光の安定性についての要求が厳し
く、特許文献１～３に記載されているレーザ素子及びレーザモジュールでは、その要求を
満足させることは困難である。特に、面発光レーザモジュールにおいては、カバーガラス
が結露してしまうと、出射されたレーザ光の安定性に影響を与える。また、カバーガラス
により反射された光をモニタし制御するレーザモジュールでは、面発光レーザモジュール
内に設けられたフォトダイオードに入射する光量も変動してしまい、レーザ光の安定性を
低下させる原因となっている。
【００２０】
　本発明は、このような事情の下でなされたものであり、環境信頼性が高く、光量変動の
少ない光を出射することのできる光デバイスを低コストで提供することを目的とするもの
である。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　本発明は、基板面に対し垂直方向に光を出射する面発光レーザを有する面発光レーザ素
子と、前記面発光レーザ素子を設置するための領域が設けられて、所定の角度で傾斜した
傾斜部を上面に有するパッケージと、透明な材料により形成された窓部を含み、前記パッ
ケージの傾斜部と接合される平板状リッドと、を有し、前記パッケージと前記平板状リッ
ドとを接合することにより、前記面発光レーザが覆われるものであって、前記傾斜部は、
積層されている複数の層の端の部分により構成され、前記傾斜部の表面は段差を無くした
なめらかな形状であり、前記傾斜部にはシールリングが固定されており、前記シールリン
グと前記平板状リッドとは溶接により接合されているものであることを特徴とする。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によれば、環境信頼性が高く、光量変動の少ない光を出射することのできる光デ
バイスを低コストで提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】面発光レーザにおけるレーザ光のガウシアン分布の説明図
【図２】リッドを取り除いた状態の面発光レーザモジュールの上面図
【図３】面発光レーザモジュールの断面図
【図４】パッケージの傾斜部の説明図
【図５】面発光レーザモジュールを用いた光源ユニットの構成図
【図６】第１の実施の形態における面発光レーザモジュールの構造図
【図７】面発光レーザモジュールにおけるパッケージの傾斜部の説明図
【図８】本実施の形態における面発光レーザモジュールのパッケージの傾斜部の説明図（
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１）
【図９】本実施の形態における面発光レーザモジュールのパッケージの傾斜部の説明図（
２）
【図１０】第１の実施の形態における面発光レーザの構成図
【図１１】傾斜基板の説明図
【図１２】面発光レーザにおける光出力の特性図
【図１３】ドループ率の特性図（１）
【図１４】ドループ率の特性図（２）
【図１５】ドループ率の特性図（３）
【図１６】ドループ率の特性図（４）
【図１７】ドループ率の特性図（５）
【図１８】第１の実施の形態における他の面発光レーザの説明図（１）
【図１９】第１の実施の形態における他の面発光レーザの説明図（２）
【図２０】第１の実施の形態における他の面発光レーザの説明図（３）
【図２１】第１の実施の形態における他の面発光レーザの説明図（４）
【図２２】第１の実施の形態における他の面発光レーザの構成図
【図２３】第１の実施の形態における面発光レーザアレイの構成図
【図２４】図２３における面発光レーザアレイの断面図
【図２５】第１の実施の形態における他の面発光レーザアレイチップの構造図
【図２６】第２の実施の形態におけるレーザプリンタの構成図
【図２７】第２の実施の形態における光走査装置の構成図
【図２８】第３の実施の形態におけるカラープリンタの構成図
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　本発明の実施の形態について説明する
　〔第１の実施の形態〕
　第１の実施の形態における光デバイスは、複数の面発光レーザにより構成される面発光
レーザアレイを有する面発光レーザモジュールである。
【００２５】
　前述のとおり、これまでの面発光レーザを用いた光源モジュールは端面発光レーザを用
いた光源モジュールと異なり、モニタ光学系を必要としていた。このようにモニタ光学系
を有する光源ユニット４００は、一例として図５に示されるように、レーザモジュール５
００と光学モジュール６００とで構成されていた。
【００２６】
　このレーザモジュール５００は、面発光レーザモジュール５１０、この面発光レーザモ
ジュール５１０を駆動制御する不図示のレーザ制御装置、この面発光レーザモジュール５
１０及びレーザ制御装置が実装されているＰＣＢ（Ｐｒｉｎｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ　Ｂ
ｏａｒｄ）基板５８０を有している。
【００２７】
　また、光学モジュール６００は、第１の部分６１０と第２の部分６３０から構成されて
いる。第１の部分６１０は、ハーフミラー６１１、集光レンズ６１２、及びフォトダイオ
ード６１３を有している。また、第２の部分６３０は、カップリングレンズ６３１、及び
開口板６３２を有している。
【００２８】
　第１の部分６１０は、面発光レーザモジュール５１０の＋Ｚ側であって、面発光レーザ
アレイチップから出射された光の光路上にハーフミラー６１１が位置するように配置され
ている。ハーフミラー６１１に入射した光の一部は－Ｙ方向に反射され、集光レンズ６１
２を介してフォトダイオード６１３で受光される。フォトダイオード６１３は、モニタ用
フォトダイオードとなっており、受光光量に応じた信号（光電変換信号）をレーザモジュ
ール５００のレーザ制御装置に出力する。
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【００２９】
　第２の部分６３０は、第１の部分６１０の＋Ｚ側であって、ハーフミラー６１１を透過
した光の光路上にカップリングレンズ６３１が位置するように配置されている。カップリ
ングレンズ６３１は、ハーフミラー６１１を透過した光を略平行光とする。開口板６３２
は、開口部を有し、カップリングレンズ６３１を介した光を整形する。開口板６３２の開
口部を通過した光が、光源ユニット４００から出射される光となる。
【００３０】
　しかしながら、このモニタ用のフォトダイオード６１３にレーザ光を導入する光学系を
組み込むコストが、これら光源ユニット４００の高価格化の原因となっていた。このため
、図２及び図３に示す構造の面発光レーザモジュールとすることにより、低コストにする
ことができ、窓部５０における反射光が面発光レーザにおける活性層内に侵入することを
防ぐことができ、ダストの侵入を防止しつつ、光量変動が少なく、安定したレーザ発振を
行なうことができる。尚、このような構造の面発光レーザモジュールでは、窓部５０が取
り付けられている金属製のリッド４０をパッケージ１０に設置されたシールリング６０を
用い、シーム溶接により接合されており、結露による不具合が生じないことが確認されて
いる。
【００３１】
　しかしながら、このような形状の金属製のリッド４０は、手間のかかる絞り加工等を施
し形成されるものであるため、このようにして作製された面発光レーザモジュールはコス
トをあまり低下させることができず高コストなものとなってしまう。
【００３２】
　（光デバイス）
　次に、図６に基づき本実施の形態における光デバイスについて説明する。本実施の形態
における光デバイスは、面発光レーザモジュールであり、凹部を有するパッケージ１１０
、面発光レーザ素子１２０、モニタ用のフォトダイオード（受光素子）１３０、パッケー
ジ１１０に接合される平板状リッド１４０を有している。面発光レーザ素子１２０は、複
数の面発光レーザがアレイ状に形成されているものであり、面発光レーザアレイチップと
もいう。尚、図６においては、便宜上、面発光レーザ素子１２０とパッケージ１１０のリ
ード配線等とを接続するためのボンディングワイヤ等は省略されている。また、面発光レ
ーザ素子１２０への戻り光の入射を防ぐことを目的とする場合には、フォトダイオード１
３０を有しない構成であってもよい。
【００３３】
　面発光レーザ素子１２０は、パッケージ１１０の凹部の底面１１１に設置されており、
凹部の周辺部分であって底面１１１よりも高い段部１１２にモニタ用のフォトダイオード
１３０が設置されている。
【００３４】
　平板状リッド１４０は、平板状に形成されており、面発光レーザ素子１２０からの光を
透過する窓部１５０が低融点ガラス１４１により接続されている。窓部１５０は、面発光
レーザ素子１２０の面発光レーザから出射された光が、再び光を出射した面発光レーザに
戻らないように、面発光レーザの出射光に垂直な面に対し所定の角度で傾斜するように形
成されている。即ち、面発光レーザ素子１２０のレーザ光の出射面に対し所定の角度で傾
斜するように窓部１５０が接続されている。尚、この傾斜角度は、面発光レーザからの出
射光のうち、窓部１５０において反射した反射光がフォトダイオード１３０に入射するよ
うに、所定の角度となるように形成されている。具体的には、本実施の形態では、この傾
斜角度は、約１７°となるように形成されているが、傾斜角度は、１０°以上、２５°以
下であることが好ましい。
【００３５】
　パッケージ１１０は、セラミックスにより形成されたＣＬＣＣと呼ばれるフラットパッ
ケージである。このパッケージ１１０は、凹部を有しており、セラミックスと複数の不図
示のリード配線となる金属配線の多層構造となっている。
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【００３６】
　このリード配線は、面発光レーザ素子１２０が設置される領域より放射状に外側に向か
って伸びるように形成されており、パッケージ１１０の内部の金属配線を介し、パッケー
ジ１１０の外側の不図示の電極端子と接続されている。
【００３７】
　また、パッケージ１１０には、平板状リッド１４０を所定の角度で接合することができ
るようバッケージ上部１１０ａが設けられており、パッケージ１１０の上面となるバッケ
ージ上部１１０ａの上端の傾斜部１１６には、シールリング１６０が銀ろう等のメタライ
ズペーストにより接着されている。また、平板状リッド１４０は、この所定の角度で傾斜
しているシールリング１６０に溶接することにより接合される。これにより、シールリン
グ１６０を介し、パッケージ１１０と平板状リッド１４０により、密封することができる
。バッケージ上部１１０ａは、パッケージ１１０の底面１１１に対し略垂直に延びるよう
に形成されており、傾斜部１１６において、窓部１５０が所定の角度で設置することがで
きるように形成されている。尚、バッケージ上部１１０ａはパッケージ１１０の一部であ
りセラミックスにより形成されている。
【００３８】
　また、面発光レーザ素子１２０が設置される領域には、金属膜が設けられており、この
金属膜は、ダイアタッチエリアとも呼ばれるものであり、共通電極になっている。面発光
レーザ素子１２０は、この金属膜上にＡｕＳｎ等の半田材を用いてダイボンドされており
、このようにして、面発光レーザ素子１２０は、凹部の底面に設置される。
【００３９】
　また、フォトダイオード１３０は、段部１１２においてダイボンドされている、フォト
ダイオード１３０のアノード電極とパッケージ１１０の金属配線とがワイヤボンディング
により電気的に接続され、裏面に形成されたフォトダイオード１３０のカソードは導電性
接着剤により接地されている。
【００４０】
　本実施の形態において、パッケージ１１０は、セラミックグリーンシート積層法により
形成されている。具体的には、セラミックグリーンシートを略垂直に打ち抜き、打ち抜い
たシートを上下に重ねて接着し、次に、これらを高温で焼成することにより、焼成体とし
て硬質のパッケージ筐体が形成されている（メタライズ配線工程については省略）。この
ような方法により形成した場合では、図７に示すように、端の傾斜部１１６ａとなる部分
が階段状に形成されるため、この上に平板状リッド１４０を接合しても、隙間ができてし
まい内部を完全に密閉することは困難である。
【００４１】
　本実施の形態では、パッケージ１１０における傾斜部１１６は、表面がなめらかな形状
となるように形成されている。具体的には、図８に示すように、階段状に形成されている
部分を銀ろう等のメタライズペースト１１７により埋めることにより、表面がなめらかな
傾斜部１１６ｂを形成している。また、図９に示すように、端の部分に傾斜を有するセラ
ミックグリーンシートを積層した構造のものや、セラミックグリーンシートを積層した後
、研磨等により表面がなめらかな傾斜を形成することにより傾斜部１１６ｃを形成しても
よい。このようにして、パッケージ１１０におけるバッケージ上部１１０ａの上端の傾斜
部１１６の表面をなめらかに形成することにより、シールリング１６０を高い密着性で接
着することができる。
【００４２】
　この後、シールリング１６０に平板状リッド１４０を溶接等により接合することにより
、容易に窓部１５０が所定の角度となるように接合することができる。また、シールリン
グ１６０が接合されるパッケージ１１０の傾斜部１１６は、なめらかな形状で形成されて
いるため、密封性の高い封止を行なうことができる。
【００４３】
　平板状リッド１４０は、図２及び図３に示すリッド４０のような絞り加工等を施すこと
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なく、低コストで容易に作製をすることができる。また、透明部材（ガラスなど）を取り
付けるための窓部を開けた平面状のリッドには、透明部材を低融点ガラスなどで融着する
。そしてそのリッドをシールリング１６０にシーム溶接などの手段によって封止すること
で、パッケージ内部を完全に密封することができる。このようにして、低コストで密封性
の高い面発光レーザモジュールを得ることができる。よって、本実施の形態における面発
光レーザモジュールでは、ダストの侵入を防止し、光量変動が少なく安定したレーザ発振
を行なうことができる。また、面発光レーザモジュール内部に水分が侵入することもなく
なるため、水分による結露等による不具合も防止することができ、酸素等も透過しないた
め面発光レーザモジュール内部の面発光レーザ素子１２０の腐食も完全に防止することが
できる。
【００４４】
　（窓部の反射率）
　ところで、窓部１５０における反射光をモニタ光として用いる場合、２つの問題点を有
している。１つは、膜等が形成されていない窓部１５０の反射率が上下面合わせても４～
５％程度と低いこと（例えば、７８０ｎｍの波長にて）であり、この程度の反射率ではフ
ォトダイオードに入射させるモニタ光としては光量が低すぎ、十分な起電流を発生させる
ことができない。即ち、モニタ光の光量をフォトダイオードで検出し、面発光レーザの光
強度を制御するが、フォトダイオードにより検出されたモニタ光の信号が小さいと、ノイ
ズに埋もれてしまい、Ｓ／Ｎが低下するため、面発光レーザの制御を正確に行なうことが
できなくなる。このように、モニタ光により生じた電流が小さいと、面発光レーザの制御
を適切に行なうことができない。
【００４５】
　もう１つは、窓部１５０となる透明部材の上面と下面とにおける反射光の干渉によりエ
タロン効果が生じることである。特に、面発光レーザでは、温度による周波数変動が顕著
であり、これにより、モニタ光の強度に振動が生じ、モニタ光が線型性を有しないものと
なる。
【００４６】
　そこで、本発明者は検討の末、窓部１５０となる透明部材の下面において反射層を形成
し、この反射層による反射率が７～１５％、より好ましくは、９～１２％程度とすること
により、面発光レーザの制御を良好に行なうことができることを見出した。この反射層に
よる反射率は、あまりに低いと、モニタ光により発生する電流が小さくなり、信号がノイ
ズに埋もれてしまい好ましくなく、また、あまりに高いと、面発光レーザによる発光の多
くがモニタ光となるため、出射されるレーザ光の光量が低下してしまい好ましくない。よ
って、反射層における反射率は、上記範囲であることが好ましい。このような反射層は、
誘電体膜、誘電体多層膜又は、光を透過する薄い金属膜等により形成されている。
【００４７】
　また、窓部１５０となる透明部材の上面には、反射防止膜が形成されており、この反射
防止膜により、反射率が１％以下、更には、０．５％以下となっていることがより好まし
い。このような反射防止膜は、誘電体膜又は、誘電体多層膜等により形成されている。
【００４８】
　以上により、同一のモジュール内に面発光レーザ素子１２０とフォトダイオード１３０
とを設置した面発光レーザモジュールにおいて、十分な光量のモニタ光をフォトダイオー
ドに入射させることが可能となり、エタロン効果によるモニタ光の強度の振動が極めて少
なく、安定したモニタ光による電流を得ることができる。
【００４９】
　（面発光レーザ）
　次に、面発光レーザ素子１２０である面発光レーザアレイチップに形成される面発光レ
ーザについて説明する。面発光レーザアレイは、複数の面発光レーザが２次元的にアレイ
状に配列されているものであり、面発光レーザアレイチップは、このような面発光レーザ
アレイを一つのチップとしたものである。
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【００５０】
　図１０に基づき面発光レーザアレイを構成する一つの面発光レーザ２００について説明
する。尚、図１０（ａ）は面発光レーザ２００のＸＺ面における断面図であり、図１０（
ｂ）は面発光レーザ２００のＹＺ面における断面図である。また、本明細書では、前述の
とおり、レーザ発振方向をＺ軸方向とし、Ｚ軸方向に垂直な面内における互いに直交する
２つの方向をＸ軸方向及びＹ軸方向として説明する。
【００５１】
　面発光レーザ２００は、発振波長が７８０ｎｍ帯の面発光レーザであり、基板２０１、
バッファ層２０２、下部半導体ＤＢＲ２０３、下部スペーサ層２０４、活性層２０５、上
部スペーサ層２０６、上部半導体ＤＢＲ２０７、コンタクト層２０９等を有している。更
に、活性層２０５、上部スペーサ層２０６、上部半導体ＤＢＲ２０７、コンタクト層２０
９及び下部スペーサ層２０４の一部にはメサ２１０が形成されている。また、メサ２１０
の側面及び上部には、保護層２１１が形成されており、更に、メサ２１０の正面に接続さ
れるｐ側電極２１３が形成されており、基板２０１の裏面にはｎ側電極２１４が形成され
ている。透明層２１１Ａ及び２１１Ｂは、保護膜２１１が形成される際に同時に形成され
ている。尚、本実施の形態では、透明層２１１Ａ及び２１１Ｂを小領域と記載する場合が
あり、透明層２１１Ａ及び２１１Ｂ等によりモードフィルタが形成される。また、上部Ｄ
ＢＲ２０７と上部スペーサ層２０６との間、または、上部ＤＢＲ２０７の内部には、電流
狭窄層２０８が形成されており、電流狭窄層２０８は、メサ２１０の周辺部分において酸
化されている酸化領域２０８ａとメサ２１０の中央部分で酸化されていない電流狭窄領域
２０８ｂとを有している。
【００５２】
　基板２０１は、表面が鏡面研磨面であり、図１１（ａ）に示されるように、鏡面研磨面
（主面）の法線方向が、結晶方位［１ ０ ０］方向に対して、結晶方位［１ １ １］Ａ方
向に向かって１５度（θ＝１５度）傾斜したｎ－ＧａＡｓ単結晶基板である。すなわち、
基板２０１はいわゆる傾斜基板である。ここでは、図１１（ｂ）に示されるように、結晶
方位［０ －１ １］方向が＋Ｘ方向、結晶方位［０ １ －１］方向が－Ｘ方向となるよう
に配置されている。
【００５３】
　尚、基板２０１として、このような傾斜基板を用いることによって、偏光方向を所定の
方向、例えば、Ｘ軸方向に安定させようとする偏光制御作用が働く。
【００５４】
　（面発光レーザモジュールの特性の評価）
　次に、上述した面発光レーザ素子により形成される面発光レーザモジュールの特性につ
いて説明する。面発光レーザモジュール及び光源ユニットとして、図５に示した構造を模
した光学系を利用して特性の評価を行った。特性評価は、出射された光の光量をフォトダ
イオード（ＰＤ）にて検出することにより行なう。得られる理想的な波形データを図１２
（ａ）に示すが、戻り光の影響を受けると、光量が不安定となり変動が生じる。図１２（
ｂ）において模式的に、光量変動のない正常波形１２５ａと光量変動がある場合の異常波
形１２５ｂ及び１２５ｃをと比較して示す。図１２（ｂ）に示されるように、異常波形１
２５ｂ及び１２５ｃは、波形の前半部分に波を打つように現れることが多いが、これに限
らず、後半部分に波を打つように現れる場合もある。また、周波数も１ｋＨｚの場合や、
もっと大きい、例えば、数１００ｋＨｚの波形においても、波形変動が生じる場合がある
。特に、１ｋＨｚにおける波形を画像形成装置に必要な１ラインを安定して描く際の基準
とした場合、その安定性は画像形成装置によっては、数％レベル、例えば、５％レベルの
変動であっても問題となる。ここで、画像形成装置に必要な特性として、この特性値を定
量化する方法について説明する。一般的には、熱によるレーザ光量の変動を評価する指標
であり、ドループ値として利用されている。具体的には、図１２（ａ）に示すように、レ
ーザ立ち上がり時間帯の光量と、十分に時間が経過した状態の時間帯での光量の差をとる
。その一例として、１ｋＨｚでデューティー比が５０％の波形を示している。
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Ｄｒ=（Ｐａ－Ｐｂ）／Ｐａ
Ｐａ：時間Ｔａにおける光出力値
Ｐｂ：時間Ｔｂにおける光出力値
　上式で示される数値Ｄｒ（単位：％）をドループ値として定義する。本実施の形態では
、１ｋＨｚでデューティーが５０％、Ｔａは１ｋＨｚにおける１μｓｅｃの位置で、Ｔｂ
は４８０μｓｅｃの位置とした。光出力は１.４ｍＷ相当とし、測定温度は２５℃になる
ように温調冶具で調整した。本実施の形態では上記のような出力、温度としているが、利
用される出力値、温度に対して、本測定が行われるので、これに限定されるものではない
。また、上記周波数、デューティー比、および、Ｔａ、Ｔｂは、画像形成装置として、高
精度な画像を形成する上で、必要な条件となる。
【００５５】
　また、面発光レーザを複数配列し面発光レーザアレイとした場合、１つ１つのドループ
値が一致してないと、形成される画像の視認性が著しく悪化する。面発光レーザアレイの
特性として、ドループ値の最大値と最小値の差（以下これをばらつきと表現する）を小さ
くする必要がある。しかし、先の異常波形１２５ｂ及び１２５ｃ等が現れると、ばらつき
は大きくなる。そこで、このドループ値のばらつきを以下の式に満たすことを条件とした
。
ドループのばらつき（％）＝Ｄｒ（ｍａｘ）－Ｄｒ（ｍｉｎ）
Ｄｒ（ｍａｘ）：複数ある素子の中で最もＤｒ値が大きい素子のＤｒ値
Ｄｒ（ｍｉｎ）：複数ある素子の中で最もＤｒ値が小さい素子のＤｒ値
　図１３には、２１個の発光部（ｃｈ１～ｃｈ２１）を有する面発光レーザアレイ、及び
無反射層を表面にコーティングしていない透明部材との一体型樹脂リッド（反射率：約５
．２％）を有し、この透明部材を面発光レーザアレイの出射面に対して傾斜させていない
面発光レーザモジュール（光デバイスＡという）におけるドループ率を示す。尚、各発光
部には、モードフィルタは設けられていない。
【００５６】
　ドループ率は、大きいもので４％、小さいものでは－１．５％であった。これは、出力
波形が異常波形となっており、その異常形状が、発光部によって一様でないことを示して
いる。無反射コーティングをしていない場合のわずか５．２％という反射率でもこのよう
なばらつきが観測されてしまう。このように、発光部間にドループ率の大きなばらつきが
ある面発光レーザモジュールを用いると、高品質な画像を形成することができない。
【００５７】
　また、図１４には、２１個の発光部（ｃｈ１～ｃｈ２１）を有する面発光レーザアレイ
、及びカバーガラスとして高価な無反射ガラス板（反射率：０．１％）を有し、このガラ
ス板を面発光レーザアレイの出射面に対して傾斜させていない面発光レーザモジュール（
光デバイスＢという）におけるドループ率を示す。尚、各発光部には、モードフィルタは
設けられていない。ドループ率は、大きいもので１．５％、小さいもので０．２％であり
、飛躍的にばらつきが低減されているのが分かる。
【００５８】
　このように、反射率が非常に低い高価な無反射ガラスを用いることにより、戻り光への
耐性が強くなり、ドループ率のばらつきが小さくなる。そして、異常波形の抑制、光量変
動の抑制が可能となる。しかしながら、高価な無反射ガラスの使用は、面発光レーザモジ
ュールの大幅なコスト上昇を招いてしまう。
【００５９】
　そこで、発明者らは、安価な無反射層が表面にコーティングされていない透明部材とな
るガラスを窓部に用い、この透明部材を傾斜させてドループ率のばらつきを調べた。
【００６０】
　図１５には、２１個の発光部（ｃｈ１～ｃｈ２１）を有する面発光レーザアレイ、及び
無反射層を表面にコーティングしていない透明部材との一体型樹脂リッド（反射率：５．
２％）を有し、樹脂材料のリッドにおける窓部を面発光レーザアレイの出射面に対して８
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°傾斜させた面発光レーザモジュール（光デバイスＣという）におけるドループ率を示す
。尚、各発光部には、モードフィルタは設けられていない。ドループ率は、大きいもので
３％、小さいもので０．５％であり、上記光デバイスＡよりもばらつきが低減されている
のが分かる。しかしながら、上記光デバイスＢよりもドループ率のばらつきは大きく、傾
斜角８°ではまだ充分ではないといえる。
【００６１】
　また、図１６には、２１個の発光部（ｃｈ１～ｃｈ２１）を有する面発光レーザアレイ
、及び無反射層を表面にコーティングしていない透明部材との一体型樹脂リッド（反射率
：５．２％）を有し、樹脂材料のリッドにおける窓部を面発光レーザアレイの出射面に対
して１０°傾斜させた面発光レーザモジュール（光デバイスＤという）におけるドループ
率を示す。尚、各発光部には、モードフィルタは設けられていない。
【００６２】
　また、図１７には、２１個の発光部（ｃｈ１～ｃｈ２１）を有する面発光レーザアレイ
、及び無反射層を表面にコーティングしていない透明部材との一体型樹脂リッド（反射率
：５．２％）を有し、樹脂材料のリッドにおける窓部を面発光レーザアレイの出射面に対
して１５°傾斜させた面発光レーザモジュール（光デバイスＥという）におけるドループ
率を示す。尚、各発光部には、モードフィルタは設けられていない。
【００６３】
　光デバイスＤ及び光デバイスＥでは、ドループ率のばらつきは、光デバイスＢと同等、
あるいはそれ以下であった。
【００６４】
　このように、反射防止膜が表面にコーティングされていない透明部材であるガラスを用
いても、透明部材を傾斜させることにより、反射防止コーティングされたガラスと同様の
効果を得ることができることがわかった。即ち、光を反射する透明部材を用いても、透明
部材を傾斜させることにより、戻り光の問題を解決することができる。
【００６５】
　以上に基づき、本実施の形態においては、透明部材である窓部１５０の傾斜角が約１７
°となるように、平板状リッド１４０及びパッケージ１１０が形成されている。
【００６６】
　（面発光レーザモジュールの製造方法）
　次に、図６に基づいて、本実施の形態における面発光レーザモジュールの製造方法につ
いて説明する。
【００６７】
　最初に、パッケージ１１０の凹部の底面１１１に、面発光レーザ素子１２０である面発
光レーザアレイチップをダイボンドする。
【００６８】
　次に、面発光レーザ素子１２０である面発光レーザアレイチップにおける複数の電極パ
ッドとパッケージ１１０における複数の不図示のリード（金属配線）とを各々ワイヤボン
ディングにより電気的に接続する。
【００６９】
　次に、パッケージ１１０の段部１１２に、フォトダイオード１３０をダイボンドする。
【００７０】
　次に、フォトダイオード１３０のアノード電極とパッケージ１１０の不図示のリード配
線（金属配線）とをワイヤボンディングにより電気的に接続し、裏面のカソードは導電性
接着剤により接地する。
【００７１】
　次に、面発光レーザ素子１２０である面発光レーザアレイチップとフォトダイオード１
３０とが固定され、電気的に接続されているパッケージ１１０に平板状リッド１４０を接
合する。具体的には、パッケージ１１０の傾斜部１１６に銀ろうによりシールリング１６
０を取り付け、シールリング１６０の上に、平板状リッド１４０を載置し、シーム溶接を
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行なうことにより接合し封止する。尚、平板状リッド１４０には、低融点ガラス１４１に
より透明部材であるガラスにより形成された窓部１５０が接合されており、窓部１５０に
は上面に反射防止膜、下面に約１０％の反射率を有する反射層が形成されている。尚、窓
部１５０をパッケージ１１０に平板状リッド１４０を接合することにより、窓部１５０の
面が、面発光レーザ素子１２０が形成する面に対し約１７°となるようにパッケージ１１
０におけるバッケージ上部１１０ａ及び傾斜部１１６が形成されている。
【００７２】
　以上のように、窓部１５０は、面発光レーザ素子１２０から出射されたレーザ光の出射
面に対し、１０～２５°の範囲となるように設置されている。よって、傾斜部１１６は、
窓部１５０の下面において反射された光がフォトダイオード１３０に入射するように形成
されている。
【００７３】
　これにより、高コスト化を招くことなく、光量変動が少なく安定した光を出射すること
のできる面発光レーザモジュールとなる光デバイスを得ることができる。
【００７４】
　また、面発光レーザ素子１２０における発光部は各々レーザ光の出射面が誘電体膜で覆
われており、半導体層が露出していないため、出射領域における酸化や汚染を防ぐことが
できる。また、レーザ光の出射領域の中心部は、光学的な厚さがλ／４の偶数倍となる誘
電体膜により覆われているため、誘電体膜が形成されていない場合と同等となり、反射率
を低下させることがない。
【００７５】
　また、本実施の形態においては、小領域となる透明層２１１Ａ及び２１１Ｂの形状が長
方形である場合について説明したが、これに限定されるものではなく、例えば、図１８に
示すように、ｐ側電極２１３の開口部内において、小領域となる透明層２１１Ｃ及び２１
１Ｄは輪帯状のものを２つに分割した形状に形成したものであってもよい。この際、モー
ドフィルタとなる透明層２１１Ｃ及び２１１Ｄは、光学的な厚さがλ／４のＳｉＮからな
る保護膜２１１を形成する際に同時に形成される。
【００７６】
　また、図１９に示すように、所望の偏光方向ＰをＹ軸方向とする場合には、ｐ側電極２
１３の開口部内において、小領域となる透明層２１１Ａ及び２１１Ｂの長手方向をＸ軸方
向とすればよい。
【００７７】
　更に、偏光方向を考慮する必要がない場合には、等方的に形成してもよい。即ち、ｐ側
電極２１３の開口部内において、図２０に示されるように、透明層２３１Ａとなる低反射
率領域を方形状（方形状の開口部を有する）に形成してもよく、また、図２１に示される
ように、透明層２３１Ｂとなる低反射率領域を輪帯状に形成してもよい。
【００７８】
　また、本実施の形態は、図２２に示されるように、保護膜２１７を形成したもの、即ち
、小領域となる透明層２１１Ａ及び２１１Ｂ上に保護膜２１７を形成することにより、小
領域となる透明層２２１Ａ及び２２１Ｂを形成したものであってもよい。また、保護層２
１１及び保護層２１７としてはＳｉＮが用いられるが、これに限らず、例えば、ＳｉＮｘ

、ＳｉＯｘ、ＴｉＯｘ及びＳｉＯＮのいずれかであってもよい。それぞれの材料の屈折率
に合わせて膜厚を設計することにより、同様の効果を得ることができる。また、各モード
フィルタは保護層２１１及び保護層２１７と同じ材料であってもよく、また、異なる材料
であってもよい。
【００７９】
　また、本実施の形態では、基板の主面の法線方向が、結晶方位［１　０　０］方向に対
して、結晶方位［１　１　１］Ａ方向に向かって１５°傾斜している場合について、一例
として説明したが、これに限定されるものではなく、基板の主面の法線方向が、結晶方位
［１　０　０］の一の方向に対して、結晶方位［１　１　１］の一の方向に向かって傾斜
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していればよい。また、本実施の形態では、基板が傾斜基板の場合について説明したが、
これに限定されるものではなく、非傾斜基板ではない基板を用いてもよい。
【００８０】
　（面発光レーザアレイ）
　次に、本実施の形態における面発光レーザアレイについて説明する。本実施の形態にお
ける面発光レーザアレイは、上述した面発光レーザが２次元的に複数形成されているもの
である。
【００８１】
　図２３に基づき、本実施の形態における面発光レーザアレイ２４０について説明する。
本実施の形態における面発光レーザアレイ２４０は、複数（ここでは３２個）の発光部３
００となる面発光レーザが同一基板上に配置されている。尚、Ｘ軸方向は主走査対応方向
であり、Ｙ軸方向は副走査対応方向である。複数の発光部３００は、すべての発光部３０
０をＹ軸方向に伸びる仮想線上に正射影したときに等間隔ｄ２となるように配置されてい
る。このようにして、３２個の発光部３００は２次元的に配列されている。また、本明細
書では、「発光部間隔」とは２つの発光部３００の中心間距離を意味する。また、図２３
では発光部３００の数が３２個であるものを示しているが、発光部３００の個数は、複数
であればよく、例えば、発光部３００が４０個のものであってもよい。また、本実施の形
態においては、発光部３００は発振波長が７８０ｎｍであるものとする。
【００８２】
　図２４には、図２３における破線２３Ａ－２３Ｂにおいて切断した断面図を示す。本実
施の形態における面発光レーザアレイ２４０において、各発光部３００は、前述した面発
光レーザ２００により構成されている。このため、面発光レーザアレイ２４０は、前述し
た面発光レーザ２００と同様な方法により製造することが可能である。これにより、各発
光部３００間で均一な偏光方向を持つ単一基本横モードの複数のレーザ光を発する面発光
レーザアレイを得ることができる。このようにして得られた面発光レーザアレイ２４０に
より、円形で且つ光密度の高い微小な光スポットを３２個同時に、後述する感光体ドラム
上に形成することが可能となる。
【００８３】
　また、面発光レーザアレイ２４０では、各発光部を副走査対応方向に延びる仮想線上に
正射影したときの発光部間隔が等間隔ｄ２であるので、点灯のタイミングを調整すること
により、後述する感光体ドラム上において副走査方向に等間隔で発光部が並んでいる場合
と同様な構成と捉えることができる。
【００８４】
　そして、例えば、上記間隔ｄ２を２．６５μｍ、後述する光走査装置の光学系の倍率を
２倍とすれば、４８００ｄｐｉ（ドット／インチ）の高密度書込みができる。もちろん、
主走査対応方向の発光部数を増加したり、副走査対応方向のピッチｄ１を狭くして間隔ｄ
２を更に小さくした構成のアレイ配置としたり、光学系の倍率を下げる等を行えばより高
密度化することが可能であり、より高品質の印刷が可能となる。なお、主走査方向の書き
込み間隔は、発光部の点灯のタイミングで容易に制御できる。
【００８５】
　ところで、本実施の形態における面発光レーザアレイ２４０において、隣接する２つの
発光部３００の間の溝は、各発光部の電気的及び空間的分離のために、５μｍ以上である
ことが好ましい。あまり狭いと製造時のエッチングの制御が難しくなるからである。また
、メサ２１０の大きさ（１辺の長さ）は１０μｍ以上であることが好ましい。あまり小さ
いと動作時に熱がこもり、特性が低下するおそれがあるからである。
【００８６】
　尚、図２５には、面発光レーザアレイ２４０における配線構造を示す。このように面発
光レーザアレイ２４０では、２次元的に配列されている３２個の発光部３００、及び３２
個の発光部の周囲に設けられ各発光部３００に対応した３２個の電極パッド３１０を有し
ている。また、各電極パッド３１０は、対応する発光部３００と配線部材３２０によって
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電気的に接続されている。
【００８７】
　また、上述した２次元的に面発光レーザ２００が配列された面発光レーザアレイ２４０
に代えて、発光部３００となる面発光レーザ２００が１次元配列された面発光レーザアレ
イを用いてもよい。
【００８８】
　また、本実施の形態では、面発光レーザ２００となる発光部３００の波長が７８０ｎｍ
帯の場合について説明したが、これに限定されるものではなく、画像形成装置の感光体等
の特性に応じて、発光部３００における発振波長を変更してもよい。具体的には、６５０
ｎｍ帯、８５０ｎｍ帯、９８０ｎｍ帯、１．３μｍ帯、１．５μｍ帯等の波長であっても
よい。この場合、活性層を構成する半導体材料は、発振波長に応じた混晶半導体材料が用
いられる。例えば、６５０ｎｍ帯では、ＡｌＧａＩｎＰ系混晶半導体材料、９８０帯では
ＩｎＧａＡｓ系混晶半導体材料、１．３μｍ帯及び１．５μｍ帯では、ＧａＩｎＮＡｓ（
Ｓｂ）系混晶半導体材料を用いることができる。
【００８９】
　また、上部反射鏡及び下部反射鏡となる上部半導体ＤＢＲ及び下部半導体ＤＢＲは、発
振波長に対応して材料及び構成を選択して作製される。例えば、ＡｌＧａＩｎＰ系混晶半
導体材料等のＡｌＧａＡｓ系混晶半導体材料以外のものを用いることができる。尚、上部
半導体ＤＢＲ及び下部半導体ＤＢＲを形成するための低屈折率材料及び光屈折率材料は、
共に発振波長に対して透明であって、かつ、相互における屈折率差が可能な限り大きいく
なる材料を選択して形成されていることが好ましい。
【００９０】
　〔第２の実施の形態〕
　次に、第２の実施の形態について説明する。本実施の形態は、第１の実施の形態におけ
る面発光レーザモジュールを用いた光走査装置１０１０及び画像形成装置としてのレーザ
プリンタ１０００である。
【００９１】
　図２６に基づき、本実施の形態におけるレーザプリンタ１０００について説明する。本
実施の形態におけるレーザプリンタ１０００は、光走査装置１０１０、感光体ドラム１０
３０、帯電チャージャ１０３１、現像ローラ１０３２、転写チャージャ１０３３、除電ユ
ニット１０３４、クリーニングユニット１０３５、トナーカートリッジ１０３６、給紙コ
ロ１０３７、給紙トレイ１０３８、レジストローラ対１０３９、定着ローラ１０４１、排
紙ローラ１０４２、排紙トレイ１０４３、通信制御装置１０５０、及び上記各部を統括的
に制御するプリンタ制御装置１０６０等を備えている。なお、これらは、プリンタ筐体１
０４４の中の所定位置に収容されている。
【００９２】
　通信制御装置１０５０は、ネットワークなどを介した上位装置（例えばパソコン）との
双方向の通信を制御する。
【００９３】
　感光体ドラム１０３０は、円柱状の部材であり、その表面には感光層が形成されている
。すなわち、感光体ドラム１０３０の表面が被走査面である。そして、感光体ドラム１０
３０は、矢印Ｘで示す方向に回転するようになっている。
【００９４】
　帯電チャージャ１０３１、現像ローラ１０３２、転写チャージャ１０３３、除電ユニッ
ト１０３４及びクリーニングユニット１０３５は、それぞれ感光体ドラム１０３０の表面
近傍に配置されている。そして、感光体ドラム１０３０の回転方向に沿って、帯電チャー
ジャ１０３１→現像ローラ１０３２→転写チャージャ１０３３→除電ユニット１０３４→
クリーニングユニット１０３５の順に配置されている。
【００９５】
　帯電チャージャ１０３１は、感光体ドラム１０３０の表面を均一に帯電させる。
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【００９６】
　光走査装置１０１０は、帯電チャージャ１０３１で帯電された感光体ドラム１０３０の
表面を、上位装置からの画像情報に基づいて変調された光束により走査し、感光体ドラム
１０３０の表面に画像情報に対応した潜像を形成する。ここで形成された潜像は、感光体
ドラム１０３０の回転に伴って現像ローラ１０３２の方向に移動する。なお、この光走査
装置１０１０の構成については後述する。
【００９７】
　トナーカートリッジ１０３６にはトナーが格納されており、このトナーは現像ローラ１
０３２に供給される。
【００９８】
　現像ローラ１０３２は、感光体ドラム１０３０の表面に形成された潜像にトナーカート
リッジ１０３６から供給されたトナーを付着させて画像情報を顕像化させる。ここでトナ
ーが付着した潜像（以下では、便宜上「トナー像」ともいう）は、感光体ドラム１０３０
の回転に伴って転写チャージャ１０３３の方向に移動する。
【００９９】
　給紙トレイ１０３８には記録紙１０４０が格納されている。この給紙トレイ１０３８の
近傍には給紙コロ１０３７が配置されており、この給紙コロ１０３７は、記録紙１０４０
を給紙トレイ１０３８から１枚づつ取り出し、レジストローラ対１０３９に搬送する。こ
のレジストローラ対１０３９は、給紙コロ１０３７によって取り出された記録紙１０４０
を一旦保持するとともに、この記録紙１０４０を感光体ドラム１０３０の回転に合わせて
感光体ドラム１０３０と転写チャージャ１０３３との間隙に向けて送り出す。
【０１００】
　転写チャージャ１０３３には、感光体ドラム１０３０の表面のトナーを電気的に記録紙
１０４０に引きつけるために、トナーとは逆極性の電圧が印加されている。この電圧によ
り、感光体ドラム１０３０の表面のトナー像が記録紙１０４０に転写される。ここで転写
された記録紙１０４０は、定着ローラ１０４１に送られる。
【０１０１】
　定着ローラ１０４１では、熱と圧力とが記録紙１０４０に加えられ、これによってトナ
ーが記録紙１０４０上に定着される。ここで定着された記録紙１０４０は、排紙ローラ１
０４２を介して排紙トレイ１０４３に送られ、排紙トレイ１０４３上に順次スタックされ
る。
【０１０２】
　除電ユニット１０３４は、感光体ドラム１０３０の表面を除電する。
【０１０３】
　クリーニングユニット１０３５は、感光体ドラム１０３０の表面に残ったトナー（残留
トナー）を除去する。残留トナーが除去された感光体ドラム１０３０の表面は、再度帯電
チャージャ１０３１に対向する位置に戻る。
【０１０４】
　次に、図２７に基づき光走査装置１０１０について説明する。光走査装置１０１０は、
偏向器側走査レンズ１１１１ａ、像面側走査レンズ１１１１ｂ、ポリゴンミラー１１１３
、光源ユニット１１１４、シリンドリカルレンズ１１１７、反射ミラー１１１８、及び走
査制御装置（図示省略）などを備えている。そして、これらは、光学ハウジング１０３０
の所定位置に組み付けられている。尚、光源ユニット１１１４は、第１の実施の形態にお
ける面発光レーザモジュールを含む光源ユニット１１１４が用いられている。
【０１０５】
　また、本明細書では、光源ユニット１１１４からの光の出射方向をＺ軸方向、このＺ軸
方向に垂直な平面内で互いに直交する２つの方向をＸ軸方向及びＹ軸方向として説明する
。また、便宜上、主走査方向に対応する方向を「主走査対応方向」と記載し、副走査方向
に対応する方向を「副走査対応方向」と記載する場合がある。
【０１０６】
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　シリンドリカルレンズ１１１７は、光源ユニット１１１４から出射された光を、反射ミ
ラー１１１８を介してポリゴンミラー１１１３の偏向反射面近傍に集光する。
【０１０７】
　面発光レーザ１２０とポリゴンミラー１１１３との間の光路上に配置される光学系は、
偏向器前光学系とも呼ばれている。本実施形態では、偏向器前光学系は、カップリングレ
ンズと開口板とシリンドリカルレンズ１１１７と反射ミラー１１１８とから構成されてい
る。
【０１０８】
　ポリゴンミラー１１１３は、高さの低い正六角柱状部材からなり、側面に６面の偏向反
射面が形成されている。そして、不図示の回転機構により、図２７に示される矢印の方向
に一定の角速度で回転されている。従って、光源ユニット１１１４から出射され、シリン
ドリカルレンズ１１１７によってポリゴンミラー１１１３の偏向反射面近傍に集光された
光は、ポリゴンミラー１１１３の回転により一定の角速度で偏向される。
【０１０９】
　偏向器側走査レンズ１１１１ａは、ポリゴンミラー１１１３で偏向された光の光路上に
配置されている。像面側走査レンズ１１１１ｂは、偏向器側走査レンズ１１１１ａを介し
た光の光路上に配置されている。そして、この像面側走査レンズ１１１１ｂを介した光が
、感光体ドラム１０３０の表面に照射され、光スポットが形成される。この光スポットは
、ポリゴンミラー１１１３の回転に伴って感光体ドラム１０３０の長手方向に移動する。
即ち、感光体ドラム１０３０上を走査する。このときの光スポットの移動方向が「主走査
方向」である。また、感光体ドラム１０３０の回転方向が「副走査方向」である。
【０１１０】
　ポリゴンミラー１１１３と感光体ドラム１０３０との間の光路上に配置される光学系は
、走査光学系とも呼ばれている。本実施形態では、走査光学系は、偏向器側走査レンズ１
１１１ａと像面側走査レンズ１１１１ｂとから構成されている。なお、ポリゴンミラー１
１１３と偏向器側走査レンズ１１１１ａとの間の光路上、偏向器側走査レンズ１１１１ａ
と像面側走査レンズ１１１１ｂの間の光路上、及び像面側走査レンズ１１１１ｂと感光体
ドラム１０３０の間の光路上の少なくともいずれかに、少なくとも１つの折り返しミラー
が配置されてもよい。
【０１１１】
　本実施の形態におけるレーザプリンタ１０００では、第１の実施の形態における面発光
レーザモジュールを用いているため、レーザプリンタ１０００では書きこみドット密度が
上昇しても印刷速度を落とすことなく印刷することができる。また、同じ書きこみドット
密度の場合には印刷速度を更に速くすることができる。
【０１１２】
　また、この場合には、各発光部からの光束の偏光方向が安定して揃っているため、レー
ザプリンタ１０００では、高品質の画像を安定して形成することができる。
【０１１３】
　尚、本実施の形態における説明では、画像形成装置としてレーザプリンタ１０００の場
合について説明したが、これに限定されるものではない。
【０１１４】
　例えば、レーザ光によって発色する媒体（例えば、用紙）に直接、レーザ光を照射する
画像形成装置であってもよい。
【０１１５】
　例えば、媒体が、ＣＴＰ（Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　ｔｏ　Ｐｌａｔｅ）として知られている
印刷版であってもよい。つまり、光走査装置１０１０は、印刷版材料にレーザアブレーシ
ョンによって直接画像形成を行い、印刷版を形成する画像形成装置にも好適である。
【０１１６】
　また、例えば、媒体が、いわゆるリライタブルペーパーであってもよい。これは、例え
ば紙や樹脂フィルム等の支持体上に、以下に説明するような材料が記録層として塗布され
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ている。そして、レーザ光による熱エネルギー制御によって発色に可逆性を与え、表示／
消去を可逆的に行うものである。
【０１１７】
　透明白濁型リライタブルマーキング法とロイコ染料を用いた発消色型リライタブルマー
キング法があり、いずれも適用できる。
【０１１８】
　透明白濁型は、高分子薄膜の中に脂肪酸の微粒子を分散したもので、１１０℃以上に加
熱すると脂肪酸の溶融により樹脂が膨張する。その後、冷却すると脂肪酸は過冷却状態に
なり液体のまま存在し、膨張した樹脂が固化する。その後、脂肪酸が固化収縮して多結晶
の微粒子となり樹脂と微粒子間に空隙が生まれる．この空隙により光が散乱されて白色に
見える。次に、８０℃から１１０℃の消去温度範囲に加熱すると、脂肪酸は一部溶融し、
樹脂は熱膨張して空隙を埋める。この状態で冷却すると透明状態となり画像の消去が行わ
れる。
【０１１９】
　ロイコ染料を用いたリライタブルマーキング法は、無色のロイコ型染料と長鎖アルキル
基を有する顕消色剤との可逆的な発色及び消色反応を利用している。レーザ光により加熱
されるとロイコ染料と顕消色剤が反応して発色し、そのまま急冷すると発色状態が保持さ
れる。そして、加熱後、ゆっくり冷却すると顕消色剤の長鎖アルキル基の自己凝集作用に
より相分離が起こり、ロイコ染料と顕消色剤が物理的に分離されて消色する。
【０１２０】
　また、媒体が、紫外光を当てるとＣ（シアン）に発色し、可視光のＲ（レッド）の光で
消色するフォトクロミック化合物、紫外光を当てるとＭ（マゼンタ）に発色し、可視光の
Ｇ（グリーン）の光で消色するフォトクロミック化合物、紫外光を当てるとＹ（イエロー
）に発色し、可視光のＢ（ブルー）の光で消色するフォトクロミック化合物が、紙や樹脂
フィルム等の支持体上に設けられた、いわゆるカラーリライタブルペーパーであってもよ
い。
【０１２１】
　これは、一旦紫外光を当てて真っ黒にし、Ｒ・Ｇ・Ｂの光を当てる時間や強さで、Ｙ・
Ｍ・Ｃに発色する３種類の材料の発色濃度を制御してフルカラーを表現し、仮に、Ｒ・Ｇ
・Ｂの強力な光を当て続ければ３種類とも消色して真っ白にすることもできる。
【０１２２】
　このような、光エネルギー制御によって発色に可逆性を与えるものも上記実施形態と同
様な光走査装置を備える画像形成装置として実現できる。
【０１２３】
　また、像担持体として銀塩フィルムを用いた画像形成装置であってもよい。この場合に
は、光走査により銀塩フィルム上に潜像が形成され、この潜像は通常の銀塩写真プロセス
における現像処理と同等の処理で可視化することができる。そして、通常の銀塩写真プロ
セスにおける焼付け処理と同等の処理で印画紙に転写することができる。このような画像
形成装置は光製版装置や、ＣＴスキャン画像等を描画する光描画装置として実施できる。
【０１２４】
　本実施の形態おける光走査装置１０１０は、光源ユニット１１１０において第１の実施
の形態における面発光レーザモジュールを有しているため、低コストで安定した光走査を
行うことができる。
【０１２５】
　また、第１の実施の形態における面発光レーザモジュールにおける面発光レーザ素子１
２０は面発光レーザアレイチップであり、複数の発光部を有しているため、同時に複数の
光走査が可能となり、画像形成の高速化を図ることができる。
【０１２６】
　更に、本実施形態におけるレーザプリンタ１０００では、光走査装置１０１０を備えて
いるため、高品質の画像を形成することが可能となる。
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【０１２７】
　また、面発光レーザ素子１２０である面発光レーザアレイチップは、各発光部を副走査
対応方向に延びる仮想線上に正射影したときの発光部間隔が等間隔ｄ２であるので、点灯
のタイミングを調整することで感光体ドラム１０３０上では副走査方向に等間隔で発光部
が並んでいる場合と同様な構成と捉えることができる。
【０１２８】
　そして、例えば、上記間隔ｄ２を２．６５μｍ、光走査装置１０１０の光学系の倍率を
２倍とすれば、４８００ｄｐｉ（ドット／インチ）の高密度書込みができる。もちろん、
主走査対応方向の発光部数を増加したり、副走査対応方向のピッチｄ１を狭くして間隔ｄ
２を更に小さくするアレイ配置としたり、光学系の倍率を下げる等を行えばより高密度化
でき、より高品質の印刷が可能となる。なお、主走査方向の書き込み間隔は、発光部の点
灯のタイミングで容易に制御できる。
【０１２９】
　また、本実施の形態におけるレーザプリンタ１０００では、書きこみドット密度が上昇
しても印刷速度を落とすことなく印刷することができる。また、同じ書きこみドット密度
の場合には印刷速度を更に速くすることができる。更に、第１の実施の形態における光デ
バイスである面発光レーザモジュールを用いているため、信頼性の高い高品質の画像を安
定して形成することができる。
【０１３０】
　〔第３の実施の形態〕
　次に、第３の実施の形態について説明する。本実施の形態は、複数の感光体ドラムを備
えるカラープリンタ２０００である。
【０１３１】
　図２８に基づき、本実施の形態におけるカラープリンタ２０００について説明する。本
実施の形態におけるカラープリンタ２０００は、４色（ブラック、シアン、マゼンタ、イ
エロー）を重ね合わせてフルカラーの画像を形成するタンデム方式の多色カラープリンタ
であり、ブラック用の「感光体ドラムＫ１、帯電装置Ｋ２、現像装置Ｋ４、クリーニング
ユニットＫ５、及び転写装置Ｋ６」と、シアン用の「感光体ドラムＣ１、帯電装置Ｃ２、
現像装置Ｃ４、クリーニングユニットＣ５、及び転写装置Ｃ６」と、マゼンタ用の「感光
体ドラムＭ１、帯電装置Ｍ２、現像装置Ｍ４、クリーニングユニットＭ５、及び転写装置
Ｍ６」と、イエロー用の「感光体ドラムＹ１、帯電装置Ｙ２、現像装置Ｙ４、クリーニン
グユニットＹ５、及び転写装置Ｙ６」と、光走査装置２０１０と、転写ベルト２０８０と
、定着ユニット２０３０などを備えている。
【０１３２】
　各感光体ドラムは、図２８において示される矢印の方向に回転し、各感光体ドラムの周
囲には、回転順にそれぞれ帯電装置、現像装置、転写装置、クリーニングユニットが配置
されている。各帯電装置は、対応する感光体ドラムの表面を均一に帯電する。帯電装置に
よって帯電された各感光体ドラム表面に光走査装置２０１０により光が照射され、各感光
体ドラムに潜像が形成されるようになっている。そして、対応する現像装置により各感光
体ドラム表面にトナー像が形成される。さらに、対応する転写装置により、転写ベルト２
０８０上の記録紙に各色のトナー像が転写され、最終的に定着ユニット２０３０により記
録紙に画像が定着される。
【０１３３】
　光走査装置２０１０は、第１の実施の形態における面発光レーザモジュールを含む光源
ユニットを、各々の色毎に有しており、第２の実施の形態において説明した光走査装置１
０１０と同様の効果を得ることができる。また、カラープリンタ２０００は、この光走査
装置２０１０を備えているため、第２の実施の形態におけるレーザプリンタ１０００と同
様の効果を得ることができる。
【０１３４】
　ところで、カラープリンタ２０００では、各部品の製造誤差や位置誤差等によって色ず
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１の実施の形態における面発光レーザモジュールを含む光源ユニットにより形成されてい
るため、点灯させる発光部を選択することで色ずれを低減することができる。
【０１３５】
　よって、本実施の形態におけるカラープリンタ２０００では、第１の実施の形態におけ
る面発光レーザモジュールを用いているため、信頼性の高い高品質の画像を形成すること
ができる。
【０１３６】
　以上、本発明の実施に係る形態について説明したが、上記内容は、発明の内容を限定す
るものではない。
【符号の説明】
【０１３７】
１１０　　　パッケージ
１１０ａ　　バッケージ上部
１１１　　　底部
１１２　　　段部
１１６　　　傾斜部
１１６ｂ、１１６ｃ　　　傾斜部（表面がなめらかな）
１１７　　　メタライズペースト
１２０　　　面発光レーザ素子（面発光レーザアレイチップ）
１３０　　　フォトダイオード
１４０　　　平板状リッド
１４１　　　低融点ガラス
１５０　　　窓部
１６０　　　シールリング
２００　　　面発光レーザ
１０００　　レーザプリンタ（画像形成装置）
１０１０　　光走査装置
２０００　　カラープリンタ（画像形成装置）
【先行技術文献】
【特許文献】
【０１３８】
【特許文献１】特開２００５－２５２０３２号公報
【特許文献２】特開２００５－０８６０２７号公報
【特許文献３】特開２００７－１０３５７６号公報
【特許文献４】特開２００５－３１１１８５号公報
【特許文献５】特開２００２－３１９７３７号公報
【特許文献６】特開２００３－２０４１１１号公報
【特許文献７】特開２００９－２１１００４号公報
【特許文献８】特開平１０－２１５０２０号公報
【特許文献９】特開２００９－１０５２４０号公報
【特許文献１０】特開平９－１９８７０７号公報
【特許文献１１】特開２００６－５４３３５号公報
【特許文献１２】特開２００２－２３２０１７号公報
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